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実現可能性に関する基礎研究 
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 自然エネルギーで、自治体規模の電力使用量を生産・売電を出来るか検討をした。発電方法は小水力発

電を採用。対象地区の既存する堰きの数をGoogleアース上で検索、現地調査を実施。すべての現地ポイン

トを調査するのは困難であったので、主流のを中心に実施した。調査データより、設置場所と発電量の算

出をした。全体の発電量と自治体規模での使用量を比較・売電する。このプロセスを管理する事業のキャ

ッシュフローを算出し事業が成り立つか検証。 
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1.  はじめに 

 本研究を始めるにあたり、エネルギー関連に注目

して研究を開始した。当初は、藻から採取出来るバ

イオ燃料を題材に研究。しかし、研究の方向性が定

まらず電力関係に変更をした。中学時代の地元が、

水資源に恵まれた地域だったので、そこで研究した

いと考え小水力発電の研究に至った。 

 

２. 背景 
現在、京都議定書によるCO

2６%削減や福

島原子力発電所事故により、自然エネルギー

転換や発電の自治体単位での細分化が叫ばれ

ている。調査の結果、自然エネルギーの主力

が風力発電と太陽光発電の自治体が多く、木

質バイオマス発電と水力発電をメインとした

自治体は無い。しかし、木質バイオマス発電

に関しては既に研究がなされている。そこで

水力発電をメインとし、既存する堰に小水力

発電機を取り付け自治体か民間設立による事

業展開を検討する事を今回の研究の目的とし

た。 

日本の一次エネルギー使用量は約2,200PJである。 

そのうち、電力に40%の9,489PJ/年が消費され、単

純電力換算すると約2.6兆kwh/年となる。実際の総

発電量は約1兆kwh/年であるが、これは発電ロスを

考慮しての数値である。国民一人あたりの消費量で

換算すると、0.9kw≒1kwとなる。家庭だけの使用量

に限れば、0.27kw≒0.3kwである。 

各、自然エネルギーの選定の要素として、発電効率

を重視しました。水力が70～80%・木質バイオマス

38～80%・風力20～40%・太陽光15～30%で、水力が

安定した発電を行うので水力を選定。 

 

３. 事例調査 

 

3.1 高知県梼原町を調査 

 梼原町では、既に風力エネルギーや地温などの自

然エネルギーを志向しており、平成11年に自然環境

の保全、地域の振興を目指し「地域新エネルギービ

ジョン」を策定した。特徴として自治体自力で発電

供給を目指す。梼原町は、はじめに出力600kwの風

車を2基設置をし売電などの収入で更に小規模の水

力発電を設置していった。あくまでも主力は風力エ

ネルギーにある。 

 

3.2 小水力の現状 

 小水力発電とは、1,000kw以下を総称して呼ぶが

ハッキリとした定義はされていない。国は1,000kw

以下を小水力と位置づけている。現在、我が国の水

力発電のみの総発電量は約1億kwhとなっている。そ

のうち、約350万kwが小水力発電によって支えられ

ている。小水力発電の長所として最大出力ではなく

発生電力量効率(kwh)が、風力・太陽光発電効率15

～20%に比べて水力発電は70～85%と安定した質の良

い電気が生産される。また、耐用年数が約30年と長

く発電量の多い風力発電の約15年の２倍となる。ま

た我が国は水に恵まれた土地柄のため、80年代まで

水力発電が発達していたので技術的に確立されてい

る。 

 

3.3 小水力発電ポイントのポテンシャル 

2010年度に環境省 地球環境局が、中小水力発電導

入ポテンシャルをGoogle Earthで制作した。全国小

水力発電導入ポテンシャルは、22,428箇所、設備容

量は6,260,223kwとなっている。 
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４. 検討手法 

 

4.1 エリア設定 

平成16年10月1日、いの町と合併した旧本川村を

選定した。（写真1の赤い範囲）本川は吉野川の源

流に位置し、大森川も流れ河川が多い地域である。

2010年の時点で人口は563人・301世帯となっている。

中水力・水力発電ともに開発が飽和状態となってい

る。しかし、国の算出した本川内の小水力発電以下

のポテンシャルは40箇所となっており、開発の余地

がある。 

本川の一人あたりの電力消費量は全国の消費量を

人口で割り、国民一人あたりの消費量を算出して適

応させた。式：「1兆kwh(全国総発電量約)÷365日

÷24時間÷1.2億人＝約0.9kwh（四捨五入して１

kwh）」となる。 

下記の写真1は、旧本川エリアと小水力以下のポ

テンシャルである設置容量を、示したものである。 

 

 
写真1：小水力発電導入ポテンシャル（環境省） 

 

4.2 既存の堰の抽出 

環境省 国際環境協力の小水力発電導入ポテンシ

ャルは、「地形・水系・流量・取水データを利用。

分流点および合流点を「ノード」、ノード間の流路

を「リンク」とする水路ネットワークデータに変換

したもの）を精査し、同データのリンク部分が中小

水力発電装置の規模にほぼ一致すると想定する。」

などの条件で選定している。 

本研究では、別の方法で導入ポテンシャルを選定

した。まず小水力発電機を既存の堰、及び水路に設

置する条件を元にGoogle Earthで堰を目視検索しま

した。その結果、53箇所の発電ポテンシャルを選定

した。その内、水路発電が4箇所、そして普段は水

が流れていない砂防が、7箇所存在すると考えられ

る。発電可能ポテンシャルは、砂防7箇所を除き46

箇所となる。 

 
  写真2：小水力発電導入ポテンシャル（本研究） 

 

５.現場調査 
 現場調査は、写真２の黄色枠内のポイントを調査。

調査項目は、堰の写真・水深(m)・流下距離１mに対

する通過時間(m/s)・発電機設置を想定した幅(m)を

調査した。（写真2、下側からの調査結果を順に掲

載する。） 

 

5.1 計算式 

発生電力Ｐ ＝ 9.8 × η１ × η２ × Ｑ × Ｈ 

開放型（和式水車など）の場合は、水の運動エネル

ギーが源なので、 

発生電力Ｐ ＝ Ｑ × ⅴ２ × η１ × η２ 

（ Ｐ：発生電力[ｋW] η１：水車の効率 η２：発

電機の効率 Ｑ：流量[ｍ３/ｓ] Ｈ：有効落差[m] 

ⅴ：流速［ｍ/ｓ］ ）※現在の中小水力用発電機で

は、η１＝0.75～0.90（開放型の場合はより低い） 

η２＝0.82～0.93 程度である。 

発電電力量Ｅ ＝ P × Ｔ 

（ Ｅ：電力量[ｋＷｈ] Ｔ：時間[ｈ] 

 

5.2 現場データ 

螺旋水車・クロスフロー水車設置ポイント 

：スモールハイドロストリーム設置ポイント 

 

 

ポイントM（堰・水路） 

 幅＝2.5m 

水深＝約2m 

流下時間＝0.3m 

落差＝約5m 

 

 幅＝約3m 

水深＝約2.5m「 

硫化時間＝0.3m 

落差＝2m 

旧本川村 
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ポイント2（堰・水路） 

 幅 ＝ 約

3.5m 

水深＝約3m 

流下時間＝約1.5s 

落差＝4m 

 幅＝約2m 

水深＝約1.5m 

流下時間＝約１s 

落差＝約１m 

 

ポイント1（堰） 

 幅＝約2m 

水深＝約2m 

流下時間＝約1s 

落差＝約5m 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント5（水路） 

 幅＝約3m 

水深＝約2m 

流下時間＝約2s 

落差＝約1.5m 

 

 

 

 

 

 

ポイントA（堰） 

 幅＝約3m 

水深＝約2m 

流下時間＝約2s 

落差＝約7m 

 

 

 

 

 

ポイント10（堰） 

 幅＝約3m 

水深＝約2m 

流下時間＝約2.5s 

落差＝約2m 

 

 

 

 

 

 

 

ポイントB（堰） 

 幅＝約3m 

水深＝約0.6m 

流下時間＝約2s 

落差＝約0.5m 

 

 

 

 

 

 

ポイントC（堰） 

 幅＝約3m 

水深＝約0.8m 

流下時間＝約2.5s 

落差＝約7m 

 

 

 

 

 

 

ポイントC（水路） 

 

 幅＝約1m 

水深＝0.3m 

流下時間＝約2s 

落差＝約7m 

 

 

 

 

現地調査場所での予測総発電量は905.09kwhとな

った。この時点で、本川地区の人口分の電力消費量

を賄うことができる。 

 

６.発電量の算出 

6.1 水車選定 

 水車選定では、本川の地理的に設置するには低流

量で、有効落差の低い条件をクリアする必要がある。

その選定には、図2を用いる。（あくまでも目安） 

            

 

 

 

 

 

 

 
図1：水車の種類      図2：水車選定図 

 

また既存の堰に取り付けが容易である必要がある。

また設置箇所が多いので経済性が求められる。本川

はアメゴなどの川魚を養殖、放流しているため環境
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にも配慮が必要である。この総合的観点から、螺旋

水車・クロスフロー水車・スモールハイドロストリ

ームの発電機を提案する。        

 

螺旋水車の特徴としては、構造が簡易で初期費用

が比較的安価、維持管理も簡易である。低落差にも

適用可能でる。目安は落差約2m、使用流量が2.0m 

/s程度の水利条件では、羽根の直径は概ね2.3m、水

車の長さは6m程度。 

自然流下方式で水車羽根に沿って水が流れ、衝撃

や大きな水圧変動がない。比較的流速も遅く、水車

羽根ピッチも大きいため、魚類等の生物に傷害を与

える可能性が尐ない。 

 
図3：螺旋水車断面図    写真3：螺旋水車 

 

クロスフロー水車の特徴としては、螺旋水車とほぼ

同等である。機械も価格が安価で、初期費用も抑え

ることができる。流量変化に対して比較的フラット

な効率特性を持つ。設置目安は落差: 2-60m 流量: 

0.04-10m3/sで可能。ただし螺旋水車と比べ、魚類等

の生物に傷害を与える可能性が高くなる。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

図4：クロスフロー水車断面  写真4：クロスフロー水車 

 

 スモールハイドロストリームの特徴としては、大

規模な土木工事は必要なく、開水路に設置するだけ

である。水深が最小で0.5mから設置可能。完成品の

場合は10kwhが最大出力である。ただし、水路に特

化した発電機となっている。 

 
図5： 上部からのスモールハイドロストリーム断面図  

写真5： スモールハイドロストリーム 

 

７.キャッシュフロー 

7.1 事業運営のキャッシュフロー 

 30年間の事業として算出した。また、工事の費用

は1kwあたり150～250万円の費用が必要になった事

例がある。今回は1kwあたり150万円で計算。 

 

表1:収支計算表 
単位 数値 計算式等
千円 1,350,000 1kWあたり150万円とした
MWh 7,884 900kW×365日×24時間
千円 7,017 7,884MWh×0.89（設備利用率：点検等）

人件費 千円 15,810 巡視員5人×17,000円×1.55（諸経費率）×月10日×12か月
修繕費 千円 8,100 9,000円/kW×900kW
水利使用料 千円 0 0円として試算
諸費（光熱費等） 千円 900 1,000円/kW×900kW
小計 千円 24,810
減価償却費 千円 40,500 建設費×0.9/30年　残存価格10%　耐用年数30年と試算
借入金利息 千円 0
固定資産税 千円 0
小計 千円 40,500
共用施設維持管理費 千円 0
その他 千円 0
小計 千円 0

千円 65,310
円/kWh 9.3 （直接費＋資本費＋管理部門費）/7,017MWh

参考：齊藤達也螺旋水車による マイクロ水力発電計画の検討，水資源機構平成21年度技術研究発表会，2010

項目

管理部門費
0円として試算

合計
発電原価

建設費（発電量900kW）
年間可能発電量

年間発電量

直接費

資本費 0円として試算

 
7.1 売電 

 

算出された発電原価：９.３円／kWh は、現状平均

買取価格９.０１円を下回り赤字となっている。し

かし、2012 年 7 月から「電気事業者による再生可

能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」が施

行されます。これにより 1kwh の買取価格が 15 円～

20 円の間で定められます。事業として十分採算が

とれる。 

 

 

８.結論 

 

 国民は一人あたり1kwhを消費しており、本川地区

を賄うには600kwh必要である。現地調査した場所で

の、予想発電量は900kwhあり売電も可能である。発

電原価も、現状買取り価格より高値の9.3円である

が2012年7月より、電力買取り価格が15～20円にな

るので採算はとれる。よって、本研究の目的である

水力発電での発電事業が成り立つといえる。 
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